
平
成
二
十
一
年
十
二
月
二
日
提
出

質

問

第

一

七

一

号

労
働
基
本
権
に
関
す
る
質
問
主
意
書

提

出

者

石

田

真

敏
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労
働
基
本
権
に
関
す
る
質
問
主
意
書

民
主
党
は
第
四
十
五
回
衆
議
院
議
員
総
選
挙
に
お
け
る
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
で
「
公
務
員
の
労
働
基
本
権
を
回
復
し
、
民
間
と
同

様
、
労
使
交
渉
に
よ
っ
て
給
与
を
決
定
す
る
」
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
鳩
山
内
閣
総
理
大
臣
は
参
議
院
予
算
委
員
会
に
お
い
て

人
事
院
存
廃
に
つ
い
て
言
及
し
て
い
る
。

こ
れ
ら
に
関
連
し
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
質
問
す
る
。

一

労
働
基
本
権
の
回
復
と
は
協
約
締
結
権
の
み
の
付
与
な
の
か
、
争
議
権
い
わ
ゆ
る
ス
ト
権
も
含
む
も
の
な
の
か
政
府
の
見

解
を
問
う
。

二

民
主
党
は
Ｉ
Ｌ
Ｏ
（
国
際
労
働
機
関
）
の
勧
告
を
根
拠
に
公
務
員
の
労
働
基
本
権
の
回
復
を
謳
っ
て
い
る
が
、
日
本
国
に

お
い
て
は
、
昭
和
四
十
八
年
に
最
高
裁
判
所
が
日
本
国
憲
法
第
二
十
八
条
に
よ
る
労
働
基
本
権
の
保
障
は
原
則
と
し
て
公
務

員
に
も
及
ぶ
こ
と
を
認
め
る
も
の
の
、
以
下
、

・
公
務
員
の
争
議
行
為
は
使
用
者
た
る
国
民
全
体
の
共
同
利
益
に
重
大
な
影
響
を
及
ぼ
す

・
公
務
員
の
勤
務
条
件
は
国
会
の
制
定
す
る
法
律
と
予
算
に
よ
り
民
主
的
に
決
定
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
公
務
員
の
争
議
行

為
は
議
会
制
民
主
主
義
に
背
馳
し
、
国
会
の
議
決
権
を
侵
す
虞
れ
が
あ
る

一



・
既
に
労
働
基
本
権
の
制
約
に
対
す
る
代
償
措
置
が
設
け
ら
れ
て
い
る

等
を
理
由
と
し
、
日
本
国
憲
法
第
十
三
条
の
公
共
の
福
祉
に
よ
る
制
約
に
よ
り
、
争
議
行
為
を
一
律
に
禁
止
す
る
国
家
公
務

員
法
の
規
定
を
合
憲
と
し
て
い
る
が
、
同
判
決
に
対
す
る
政
府
見
解
を
問
う
。
ま
た
、
同
判
決
と
参
議
院
予
算
委
員
会
に
お

け
る
鳩
山
内
閣
総
理
大
臣
発
言
と
の
整
合
性
に
つ
い
て
、
政
府
見
解
を
問
う
。

右
質
問
す
る
。

二


